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１ 

章 

「エネルギービジョン」の概要について 



 

2 

 

 

国では、2050年カーボンニュートラルの実現に向け、第６次エネルギー基本計画にお

いて、洋上風力発電を中心とした再生可能エネルギーの導入により、国内の電源構成

の３６％～３８％以上をクリーンエネルギーに切り替える方針を示したほか、水素等の次

世代エネルギーの製造や利活用の推進、「グリーントランスフォーメーション（GX）」の推

進といった意欲的な取組が示されています。 

こうした中、本市では、恵まれた風況や豊富な森林資源等を生かし、全国に先駆けて

新エネルギーの導入が進んでおり、令和５年１月には、国内初の洋上風力発電所の運

転が開始されるなど、国内の先進的な存在となりつつあります。 

今後、さらなる再生可能エネルギー導入が見込まれる中、これらの関連産業は建設

や部品製造、メンテナンスなど裾野が広く、多くのビジネスチャンスがあることから、本市

の主力産業となるポテンシャルがあります。とりわけ再生可能エネルギー主力電源化の

切り札と位置付けられている洋上風力発電については、１プロジェクトの投資額が 1,000

億円を超える大規模なものであることから、地域における経済波及効果が大きいものと

期待されています。 

こうした状況を好機と捉え、新エネルギー関連産業の振興による経済と環境の好循

環を実現し、本市の持続的な経済成長へとつなげるため、「秋田市新エネルギービジョ

ン」を策定し、計画的に事業を進めていきます。 

 

 

 

  

１ エネルギービジョン策定の目的 
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本ビジョンは、秋田市総合計画を推進するための個別計画の１つに位置付けられま

す。また、2050 年のゼロカーボンシティ実現を視野に入れた長期的な視座から、目標

および施策を検討するとともに、本市の関連施策との連携を図ります。 

また、国や県の関連計画との方向性を参考としたビジョンとして策定するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図● 秋田市新エネルギービジョンの位置付け 

 

  

  
 

２ ビジョンの位置づけ 

・秋田市環境基本計画 

・商工業振興条例 

・秋田市人口ビジョン 

など 

連携 

第 14 次秋田市総合計画 

「県都『あきた』創生プラン」 

秋田市新エネルギービジョン 

第 2 期秋田県新エネルギー 

産業戦略（改訂版） 

GX 基本方針 

参考 

水素戦略 など 

＜国＞ ＜秋田県＞ 

第６次エネルギー基本計画 
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本ビジョンの対象とする事項は、新エネルギーの導入促進だけでなく、それらを取り巻

く、周辺技術やエネルギーの利活用、市のエネルギーに関連する施策を包括に含めた

事項とし、総合的な取組としてビジョンの実現を目指すものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ ビジョンの対象とする事項 

秋田市 

新エネルギー 

ビジョン 

関連産業 

再エネ 

発電事業 

次世代 

エネルギー 

クリーン 

エネルギー 

の利活用 

経済と環境 

の好循環による 

秋田市の持続的 

経済成長 
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本ビジョンにおける「新エネルギー」とは、一般的に定義されている新エネルギー（図

●新エネルギーの分類例）とは切り分け、本市における有望なエネルギー源を「新エネ

ルギー（図●本ビジョンで想定する新エネルギー）」と定義します。 

また、新エネルギーで得られたエネルギーを活用し、生成される水素やアンモニア等

の２次エネルギーについては、広義の意味で「次世代エネルギー」と定義します。 

 

 

 

 

 

 

 

図● 新エネルギーの分類例 

出典：一般財団法人 新エネルギー財団 HP 新エネルギーとは？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

４ ビジョンの想定するエネルギー 

再生可能エネルギー 

本市における有望なエネルギー 

新エネルギー 

●洋上風力発電 
●陸上風力発電 
●太陽光発電 
●バイオマス発電 

次世代エネルギー 

●水素 
●アンモニア 
●合成燃料(e-fuel) 

地熱発電や水力発電 など 

図● 本ビジョンで想定する新エネルギー 
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本ビジョンは、市内外の事業者、市民、本市（行政）、高等教育機関、研究機関、国・

県・関係市町村（行政）が連携・協働のもとに推進するものとします。 

 

ビジョンの 

推進主体 

・（市内）（市外）事業者  

市内外に所在するエネルギー関連事業者ならびにエネ

ルギー産業を取巻くあらゆる事業者が対象となる。 

・市 民  

本ビジョンが掲げる将来像や施策に対する理解や協力

を得る。 

・高等教育機関・研究機関 

 （市内）（市外）事業者との連携により、先端技術の研

究などを行う。 

・秋田市再生可能エネルギー推進検討委員会 

本ビジョンの進捗管理や評価を行う。 

・秋田市 

各事業の推進や事業者が実施する事業への支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ ビジョンの推進主体 

事業の推進 
理解促進 

市民 

市内 
事業者 

市外 
事業者 

高等教育機関 
研究機関 

秋田市 国・県・ 
関係市町村 

秋田市 
再生可能エネルギー 

推進検討委員会 

協働・参画 支援 

連携 進捗 
管理 
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本市を取巻くエネルギー動向について 
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（１）我が国におけるエネルギー施策の方向性 

ア 第６次エネルギー基本計画 

第６次エネルギー基本計画（2018 年（平成 30 年）７月３日閣議決定）は、2021 年

４月表明の削減目標の実現に向けたエネルギー政策の道筋を示した計画です。 

本計画においては、世界的な脱炭素に向けた動きの中で、国際的なルール形成を

主導することや、これまで培ってきた脱炭素技術、新たな脱炭素に資するイノベーション

により国際的な競争力を高めることの重要性が示されています。 

また、日本のエネルギー需給構造が抱える課題の克服が、もう一つの重要なテーマ

であり、安全性の確保を大前提に、国産エネルギーの確保とエネルギーの脱炭素化に

向け、再生可能エネルギーを国内の電源構成の内、「36～38％」まで引き上げることを

示しました。また、海に囲まれている我が国において、洋上風力発電の持つポテンシャ

ルは大きく、再生可能エネルギーの主力電源化の切り札として位置づけています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図● 2030 年度の発電電力量・電源構成 
出典：経済産業省 HP 2050 年カーボンニュートラルを目指す 日本の新たな「エネルギー基本計画」 

１ 本市を取巻くエネルギー施策の状況 
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イ ＧＸ基本方針 

ＧＸ（Green Transformation）とは、産業革命以来の化石エネルギー中心の産業構

造・社会構造をクリーンエネルギー中心へ転換することを意味します。 

ＧＸ実現に向けた基本方針（２０２３年（令和５年）２月１０日閣議決定）は、２０１０年 

１０月に閣議決定した「第６次エネルギー基本計画」、「地球温暖化対策計画」および

「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」を踏まえ、気候変動対策についての国

際公約（２０３０年度に温室効果ガス４６%削減（２０１３年度比）、さらに５０%の高みに向

けて挑戦を続けるとともに、２０５０年カーボンニュートラルの実現を目指す）および国内

の産業競争力強化・経済成長の実現に向けた取組等をとりまとめたものです。 

 

表● エネルギー安定供給の確保を大前提とした GX の取組 

項目 方針の概要 

徹底した省エネルギ

ーの推進 

・複数年の投資計画に対応できる省エネ補助金の創設など、中小企業の 

省エネ支援を強化。 

・関係省が連携し、省エネ効果の高い断熱窓への改修など、住宅省エネ 

化への支援を強化。 

・改正省エネ法に基づき、主要 5 種（鉄鋼業・化学工業・セメント製造業 

製紙業・自動車製造業）に対して、政府が非化石エネルギー転換の目 

安を示し、更なる省エネを推進。 

再生可能エネルギ

ーの主力電源化 

・2030 年の再エネ比率 36～38％に向け、今後 10 年間程度で過去 10 

年の 8 倍以上の規模で系統整備を加速し、2030 年度を目指して北海 

道からの海底直流送電設備を整備。また、これらの系統投資に必要な 

資金供給の環境を整備。 

・洋上風力の導入拡大に向け、「日本版セントラル方式」を確立するととも 

に新たな公募ルールによる公募開始。 

・地域と共生した再エネ導入のための事業規律強化。次世代太陽電池や 

浮体式洋上風力の早期実装化。 

その他の重要事項 ・水素・アンモニアの生産・供給網構築に向け、既存燃料との価格差に着 

目した支援制度を導入。水素分野で世界をリードすべく、国家戦略の策 

定を含む包括的な制度設計を実施。 
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表● 「成長志向型カーボンプライジング構想」等の実現・実行 

項目 方針の概要 
先行投資支援 ・長期にわたり支援策を講じ、民間事業者の予見可能性を高めていくた 

め、GX 経済移行債を創設し（国際標準に準拠した新たな形での発行を 

目指す）、今後 10 年間に 20 兆円規模の先行投資支援を実施。民間 

のみでは投資判断が真に困難な案件で、産業競争力強化・経済成長と 

排出削減の両立に貢献する分野への投資等を対象とし、規制・制度措 

置と一体的に講じていく。 
成長志向型カーボ

ンプライジング（CP）

による GX 投資イン

センティブ 

・成長志向型 CP により炭素排出に値付けし、GX 関連製品・事業の付加 

価値を向上させる。 

・GX に取り組む期間を設けた後、エネルギーに係る負担の総額を中長期 

的に減少させていく中で導入する方針を予め示す。 

⇒支援措置と併せ、GX に先行して取り組む事業者にインセンティブが付

与される仕組みを創設。 

新たな金融手法の

活用 
・GX 投資の加速に向け、「GX 推進機構」が GX 技術の社会実装段階に 

おけるリスク補完策（債務保証等）を検討・実施 

・トランジョン・ファイナンスに対する国際的な理解醸成へ向けた取り組み 

の強化に加え、気候変動情報の開示も含めた、サステナブルファイナン 

ス推進のための環境整備を図る。 
国際戦略・公正な

移行・中小企業等の

GX 

・「アジア・ゼロエミッション共同体」構想を実現し、アジアの GX を一層後 
押しする。 

・リスキング支援等により、スキル獲得とグリーン等の成長分野への円滑 
な労働移動を推進。 

・脱炭素先行地域の創出・全国展開に加え、財政的支援も活用し、地方 
公共団体は事務事業の脱炭素化を率先して実施。新たな国民運動を 
全国展開し、脱炭素製品等の需要を喚起。 

・事業再構築補助金等を活用した支援、プッシュ型支援に向けた中小企 
業支援機関の人材育成、パートナーシップ構築宣言の更なる拡大等 
で、中小企業を含むサプライチェーン全体の取り組みを促進。 

出典：経済産業省 HP GX 実現に向けた基本方針の概要 
（https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210002/20230210002_2.pdf） 
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図● 今後 10 年を見据えたロードマップの全体像 
出典：経済産業省 ＧＸ実現に向けた基本方針 参考資料

（https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210002/20230210002_3.pdf） 

 

ウ 水素基本戦略 

水素基本戦略（２０１７年（平成２９年）１２月２６日閣議決定）は、「第２回再生可能エ

ネルギー・水素等閣僚会議」において決定されたものです。 

改定された本戦略（2023 年（令和５年）６月６日閣議決定）では、関係府省庁が一体

となって水素社会の実現に向けた取組を加速することを掲げています。 
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改定のポイント 

①  2030 年の水素等導入目標を 300 万トン、2050 年目標を 2,000 万トン程度とす

ることに加え、新たに 2040 年目標を 1,200 万トン程度（アンモニアを含む）とします 

(コスト目標として、現在の１００円/N ㎥を２０３０年３０円/N ㎥、２０５０年 20 円/N

㎥とする）。 

②  2030 年までに国内外における日本関連企業の水電解装置の導入目標を 15GW

程度と設定します。 

③  サプライチェーン構築・供給インフラ整備に向けた支援制度を整備します。 

④  Ｇ７（Group of Seven）で炭素集約度に合意し、低炭素水素等へ移行することを示

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図● 「水素基本戦略」の改定のポイント 
出典：内閣官房 HP 再生可能エネルギー・水素等関係官僚会議（第 4 回） 資料 
（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/saisei_energy/kaigi_dai4/siryou1-1.pdf） 
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（２）秋田県におけるエネルギー施策の方向性 

「第２期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）」 

新エネルギー関連産業を秋田県の新たなリーディング産業とするため、再生可能エ

ネルギーの導入拡大および関連産業の振興等を目的とした産業戦略です。平成 23 年

に「秋田県新エネルギー産業戦略」を策定後、平成 28 年には「第２期秋田県新エネル

ギー産業戦略」が策定され、各種の施策が実施されてきました。 

一方、国におけるカーボンニュートラル宣言を契機に脱炭素を加速させる意欲的な方

針が数多く示されたことから、こうした情勢変化を踏まえ、新エネルギー関連産業の集

積を県の持続的発展に確実につなげること等を目的として、令和４年に「第２期秋田県

新エネルギー産業戦略（改訂版）」が改訂されました。 

同戦略においては、図●に示す５つの分野についての施策が設定され、令和７年の

目標に向け取り組みが進められる予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図● 第２期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）における主要施策 
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出典：第２期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版） 
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（１）本市におけるエネルギー消費状況 

2019 年度の本市におけるエネルギー消費状況を表●に示します。本市全体におけ

るエネルギー消費量は、約 34,185 TJ であり、このうち、産業部門が、約 15,068 TJ

（44%）、業務その他部門が 5,315 TJ（16%）、家庭部門が 6,279 TJ（18%）、運輸部門

が 7,522 TJ（22%）を占めています。 

 

表● 秋田市のエネルギー消費状況（2019 年度） 

 

 出典：地域エネルギー需給データベース https://energy-sustainability.jp/より作成 

 

 

  

２ 本市におけるエネルギー消費の現況および将来推計 

（単位：ＴＪ）

石 炭 石 炭
製 品

原 油 石 油
製 品

天然ガス 都 市
ガ ス 等

再 生
エ ネ 等

電 力 熱 合 計 構成比

産 業 部 門 1,968.2 42.9 103.1 1,892.7 44.2 434.9 7,736.4 2,685.8 160.4 15,068.6 44%

業 務

その他部門
17.5 115.7 4.5 1,064.9 31.6 971.1 207.5 2,889.5 12.7 5,315.0 16%

家 庭 部 門 0.0 0.0 0.0 2,881.0 0.0 891.8 30.7 2,476.3 0.0 6,279.8 18%

運 輸 部 門 0.0 0.0 0.0 7,465.3 0.0 41.9 0.0 15.1 0.0 7,522.3 22%

合 計 1,985.7 158.6 107.6 13,303.9 75.8 2,339.7 7,974.6 8,066.7 173.1 34,185.7 100%
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（２）本市におけるエネルギー消費の将来推計 

ア 本市における人口動向 

国立社会保障・人口問題研究所による

と、本市では、2015（平成 27）年の人口約

31 万 5 千人が、2040（令和 22）年には約

24 万 5 千人まで減少すると推計されてい

ます。この約 24 万 5 千人という人口は、

1970 年代前半と同規模ですが、老年人口

割合が約 44％に達すると予想されており、

約 6％だった当時と大きく異なる問題を抱え

ています。こうした状況に今すぐ歯止めをか

けることは困難ですが、本ビジョンの取組みを進展させることによる経済循環の好転やそ

の他の人口減少対策関連の施策実施とあいまって、人口ビジョンが目指す 2040（令和

22）年の約 26 万人の維持を目指します。 

 

イ 本市の経済規模に関する動向 

秋田市人口ビジョンにおける推計では、生

産年齢人口は減少するものの、一人当たりの

総生産の増加に伴い、2030（令和 12）年まで

は横ばい傾向が続くと見込まれています。 

その後は、生産年齢人口の減少率の拡大

により総生産額も減少に転じ、2045（令和

27）年の総生産額は 2015（平成 27）年と比

べて 9.2％減少することが予想されています

が、本ビジョンの実現により、新エネルギー関連産業の集積や、新エネルギーを活用し

た革新的な技術導入が図られることにより、生産性がいっそう向上していくことから、総

生産額の減少傾向から総生産額の増加に転じていくことが期待されます。  

図● 人口の推移 
出典：県都「あきた」創生プラン基本構想 

図● 産業別生産額の推移 
出典：秋田市人口ビジョン 
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ウ 本市におけるエネルギー需要の将来推計 

本市の 2030 年度から 2050 年度の社会動向にもとづくエネルギー需要の将来推計

を表●に示します。本市の将来の人口や総生産額は、減少傾向を示すものの、人口減

少対策や生産性の向上により、概ね経済規模が維持されると見込まれることから、本ビ

ジョンによる施策効果を織り込まない現状趨勢レベルにおいても、市内のエネルギー需

要は、2019 年度の３４，１８６ＴＪから 2050 年度の２９,７４２ＴＪへと約１５％の減少にと

どまると推定されます。 

今後、本ビジョンの推進により、新エネルギー関連産業の振興による、事業活動の活

性化が図られることを考慮すると、エネルギー需要の増大が見込まれます。 

クリーンエネルギーの地域への供給による本市のカーボンニュートラルを実現するた

めには、よりいっそうの新エネルギーの導入を推進する必要があります。 
 

表● 秋田市の 2030 年度から 2050 年度の社会動向を考慮した 

エネルギー需要の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：ＴＪ）

2019 2030 2040 2050

15,069 15,132 14,357 13,683

5,315 5,337 5,064 4,826

6,280 5,849 5,356 5,111

7,522 7,006 6,416 6,122

34,186 33,324 31,193 29,742

-             -2.6% -9.6% -14.9%

2020 2030 2040 2045

市内総生産額 （百万円） 1,253,785 1,259,030 1,194,615 1,138,501

100.4% 95.3% 90.8%

人 口 （ 人 ） 306,000 285,000 260,987 249,039

93.1% 85.3% 81.4%

2019年比

年度

年度

2020年度比

2020年度比

産 業 部 門

業 務 そ の 他 部 門

家 庭 部 門

運 輸 部 門

合 計
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「秋田市地球温暖化対策実行計画（令和５年策定）」において示された、再生可能エ

ネルギー（新エネルギー（同義））の導入状況および将来推計ならびに 2030 年の再生

可能エネルギー導入目標を示します。 

 

（１）再生可能エネルギーの導入状況（2021 年度） 

表●に示すとおり、本市で最も多く導入されているのが、安定した風況を利用した陸

上風力発電であり、再生可能エネルギー導入量の約 52%を占めています。 

次に、豊富な森林資源を背景とした木質バイオマス発電やごみの溶融処理で発生し

た廃熱を利用する廃棄物発電等のバイオマス発電が導入量全体の約 24%を占めてい

ます。また、太陽光発電においては、全国的に日照時間が短い本市の環境要因があり

ますが、住宅用太陽光発電（10kW 未満）を中心に設置が増加しています。 

 

（２）本市における再生可能エネルギー導入量の将来推計 

再生可能エネルギーの導入予測（2030 年度）は、2021 年度の数値に、新たな発電

所の建設計画等を勘案した導入量を積上げした値を 2030 年度時の導入量とします。 

ア 太陽光発電 

市域の未利用地や林地等への導入ポテンシャルがあり、災害時の非常用電源や導

入費用が年々安価になっている等の要因から、今後も導入量の増加が見込まれます。 

・発電所の建設計画：３９千ｋＷ 

・その他（住宅等への導入）：１５千ｋW 

イ 陸上風力発電 

陸上風力発電においては、現在、1 件の発電所建設が計画されていますが、沿岸部

などの立地適地が少ないことから、今後、大幅に導入が進むことは難しいと想定されま

す。 

・発電所の建設計画：２千ｋW 

３ 本市における新エネルギー導入状況 
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ウ 洋上風力発電 

秋田港における秋田港湾内洋上風力発電所の運転開始による導入量を積上げして

います。 

・秋田港湾内洋上風力の運転計画：５５千ｋW 

エ バイオマス発電 

新規発電所建設の見込みがないことに加え、木質チップ等の燃料の確保、事業とし

ての採算性が低い等の課題があり、横ばいで推移すると想定されます。 

オ 水力発電 

発電に必要な水源は存在するものの、開発行為による環境影響や事業としての採算

性が低い等の課題があり、横ばいで推移すると想定されます。 

 

表● 秋田市の再生可能エネルギー導入状況（2021 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：秋田市地球温暖化対策実行計画（令和 5 年 3 月改訂 秋田市） 

 

（３）再生可能エネルギー導入目標 

2030 年までに再生可能エネルギー導入量を３９８千ｋＷまで増加 

・2021 年度の導入量との比較：＋１１１千ｋW 
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（１）本市における産業の概況 

本市における令和２年度の地域総生産額は、約 1 兆 3 千億円であり、生産額が最も

大きい産業は不動産業および卸売・小売業で 1,700 億円です。次いで専門・科学技術、

業務支援サービス業、保健衛生・社会事業、製造業の生産額が大きくなっています。

産業別の生産額の構成割合を秋田県全体と比べると、農林水産業や製造業の割合が

小さく、卸売・小売業、専門・科学技術、業務支援サービス業の割合が高くなっています。 

また、エネルギー関連産業については、「電気・ガス・水道・廃棄物処理業」「建設業」

「運輸・郵便業」「情報通信業」「金融・保険業」などといった部分での波及が見込まれ、

市内総生産額に占める割合は、約３割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

図● 令和 2 年度 秋田市の市内総生産額および産業別の構成比 
出典：秋田県オープンデータカタログサイトより 【秋田県】市町村民経済計算 データより作成 

４ 本市におけるエネルギー関連産業の状況 
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秋田市内総生産額：1,273,766 百万円

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

秋田県

秋田市

産業別生産高の構成割合

農林水 鉱業 製造業 電気ガス 建設業 卸売小売 運輸郵便 宿泊飲食

情報通信 金融保険 不動産 専門サービス 公務 教育 保健衛生 他サービス

【産業別生産額】 

【産業別生産額の構成割合】 
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（２）本市における洋上風力関連産業の概況 

秋田県が公表した「第２期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）令和４年３月」で

は、洋上風力発電所における県内での経済効果を示していることから、その内容を参考

として、２０２３年現在の状況において、今後、洋上風力発電の建設・運転が行われる場

合の本市内の経済波及効果を推計しました。 

その結果、市内事業者の受注率は、「建設工事」時は３．２％、「運用・保守業務」時

は６．９％、「撤去工事」時は３．２％となりました。 

 

【推計条件】 

①秋田市産業連関表を作成し、洋上風力発電の各プロセスを「建設工事」「運転・保

守業務」「撤去工事」の分野に分け、その経済波及効果を推計した。 

②秋田市の産業連関表の作成にあたっては、「２０１５年秋田県産業連関表」を利用

し、秋田県県民経済計算の市町村総生産と平成２８年経済センサス活動調査を

参照の上、本市が各業種の内、どれだけのシェアを占めているかを調査した。 

③秋田市産業連関表における再生可能エネルギー産業の組込については、早稲田

大学次世代科学技術経済分析研究所「2015 年再生可能エネルギー組込表」を

参照した。 

④「建設費」「運用・保守費」「撤去費」については、総合資源エネルギー調査会発電

コスト検証ワーキンググループ（第８回会合）資料 8「各電源の諸元一覧」を参考と

した。 

 

ア 秋田港湾内洋上風力発電における経済効果 

 秋田港湾内の洋上風力発電による経済効果は、総合効果を約４５億円、直接効果を

約２７億円、間接効果（１次＋２次波及効果）は約１８億円と試算しました。そのほか、雇

用人数については、総合効果を２１７人、直接効果を１１１人、間接効果を１０６人と試

算しました。 
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表● 秋田港湾内洋上風力発電所建設における本市の経済波及試算 

【経済効果推計】 

【雇用創出効果推計】 

 

イ 一般海域における洋上風力発電導入による経済効果 

  本推計では、本県沖で洋上風力発電の導入が見込まれている海域の内、基地港湾

である秋田港の利用が見込まれる事業を対象に経済効果を推計しました。  

なお、推計にあたっては、市内事業者への受注率を「建設工事」時３．２％、「運用・

保守業務」時６．９％、「撤去工事」時３．２％と仮定し推計しました。 

その結果、３各海域の総計は、総合効果を約１，３０３億円、直接効果を約７７０億円、

間接効果（１次＋２次波及効果）は約５３３億円と試算しました。そのほか、雇用人数に

ついては、総合効果を５，８０２人、直接効果を３，２１１人、間接効果を２，５９１人と試

算しました。 

 

 

（単位：百万円）

２０年累計 年当り

総合効果 1,157 3,288 164 59 4,504

　直接効果 894 1,720 86 45 2,659

　１次波及効果 133 619 31 7 759

　２次波及効果 130 949 47 7 1,086

計
運転・保守業務

建設工事 撤去工事

（単位：人）

２０年累計 年当り

総合効果 90 121 7 6 217

　直接効果 73 34 2 4 111

　１次波及効果 7 16 1 1 24

　２次波及効果 10 71 4 1 82

計建設工事
運転・保守業務

撤去工事
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表● ３海域における本市の経済波及試算 

【経済効果推計】 

【雇用創出効果推計】 

 

① 男鹿市、潟上市および秋田市沖における洋上風力発電導入による経済効果 

   秋田県が公表している同海域の発電出力については計画当時のものであることか

ら、本ビジョン策定時点での計画値（３３．６万ｋＷ）に修正・想定し推計しました。 

   その結果、男鹿市、潟上市および秋田市沖の洋上風力発電所による経済効果は、 

総合効果を約２７７億円、直接効果を約１６４億円、間接効果（１次＋２次波及効果）

を約１１４億円と試算しました。そのほか、雇用人数については、総合効果を１，３４３

人、直接効果を６８２人、間接効果を６６１人と試算しました。 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

２０年累計 年当り

総合効果 33,514 95,141 4,757 1,645 130,300

　直接効果 25,894 49,764 2,488 1,295 76,953

　１次波及効果 3,852 17,915 896 193 21,960

　２次波及効果 3,768 27,462 1,373 157 31,387

建設工事
運転・保守業務

撤去工事 計

（単位：人）

２０年累計 年当り

総合効果 2,694 2,974 149 134 5,802

　直接効果 2,114 992 50 105 3,211

　１次波及効果 300 516 26 15 831

　２次波及効果 280 1,466 73 14 1,760

建設工事
運転・保守業務

撤去工事 計
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表● 男鹿市、潟上市および秋田市沖における本市の経済波及試算 

【経済効果推計】 

【雇用創出効果推計】 

 

 

② 由利本荘市沖における洋上風力発電導入による経済効果 

由利本荘市沖の洋上風力発電所による経済効果は、総合効果を約６９７億円、

直接効果を約４１１億円、間接効果（１次＋２次波及効果）を約２８５億円と試算し

ました。そのほか、雇用人数については、総合効果を２，８０４人、直接効果を  

１，７１６人、間接効果を１，０８８人と試算しました。 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

２０年累計 年当り

総合効果 7,122 20,229 1,012 356 27,707

　直接効果 5,503 10,575 529 275 16,353

　１次波及効果 818 3,815 191 41 4,674

　２次波及効果 801 5,839 292 40 6,680

運転・保守業務
撤去工事 計建設工事

（単位：人）

２０年累計 年当り

総合効果 572 743 38 28 1,343

　直接効果 449 211 11 22 682

　１次波及効果 64 98 5 3 165

　２次波及効果 59 434 22 3 496

運転・保守業務
計建設工事 撤去工事
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表● 由利本荘市沖における本市の経済波及試算 

【経済効果推計】 

【雇用創出効果推計】 

 

③ 秋田市沖における洋上風力発電導入による経済効果 

秋田市沖については、国内で促進区域指定された海域の平均出力から、約４０

万ｋW の洋上風力発電が秋田市沖に導入された場合の経済効果を推計しました。 

その結果、秋田市沖の洋上風力発電所による経済効果は、総合効果を約３２９

億円、直接効果を約１９５億円、間接効果（１次＋２次波及効果）は約１３５億円と

算しました。そのほか、雇用人数については、総合効果を１，６５５人、直接効果を 

８１３人、間接効果を８４２人と試算しました。 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

２０年累計 年当り

総合効果 17,912 50,859 2,543 896 69,667

　直接効果 13,839 26,600 1,330 692 41,131

　１次波及効果 2,059 9,579 479 103 11,741

　２次波及効果 2,014 14,680 734 101 16,795

建設工事
運転・保守業務

撤去工事 計

（単位：人）

２０年累計 年当り

総合効果 1,440 1,293 65 71 2,804

　直接効果 1,130 530 27 56 1,716

　１次波及効果 160 247 12 8 415

　２次波及効果 150 516 26 7 673

建設工事
運転・保守業務

撤去工事 計
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表● 秋田市沖における本市の経済波及試算 

【経済効果推計】 

【雇用創出効果推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

２０年累計 年当り

総合効果 8,480 24,053 1,202 393 32,926

　直接効果 6,552 12,589 629 328 19,469

　１次波及効果 975 4,521 226 49 5,545

　２次波及効果 953 6,943 347 16 7,912

撤去工事 計建設工事
運転・保守業務

（単位：人）

２０年累計 年当り

総合効果 682 938 48 35 1,655

　直接効果 535 251 13 27 813

　１次波及効果 76 171 9 4 251

　２次波及効果 71 516 26 4 591

運転・保守業務
撤去工事 計建設工事
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３ 

章 

本市が描く「新エネルギービジョン」について 
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（１）基本理念 

世界的な脱炭素化への動きの中、国内における新エネルギーの導入が加速している

現状を踏まえ、市内事業者や国内事業者さらには海外事業者との連携により「新エネ

ルギー関連産業を秋田市に集積」させ、同関連産業を本市の主要産業とすることで、

地域経済の活性化を目指します。 

また、本市で生み出された「クリーン電力」や「次世代エネルギー」の供給体制を整備

し、効率的に利活用する「クリーンエネルギーの地産地活」による本市のカーボンニュー

トラルをいち早く実現し、地元事業者の競争力強化につなげていきたいと考えています。 

こうした取組を通じて、経済と環境の好循環による本市の持続的な成長を実現するた

め、今後１０年間におけるエネルギー施策の基本理念を定めます。 

 

 

 

 

（２）ビジョンの目標期間 

本ビジョンの目標期間は、２０２４（令和６）年度から２０３３（令和１５）年度までの１０年

間とし、おおむね５年ごとに見直しを行います。 

なお、国のエネルギー政策や本市を取り巻くエネルギー情勢が大きく変わった場合は、

適宜見直しを行います。 

  

 

 

 

 

１ 新エネルギービジョンの基本理念と基本方針 

基本理念 
新エネルギー関連産業の集積地づくりとクリーンエネルギーの地産地活の実現 
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基本理念の達成に向け、本市が取り組む施策として「３つの基本方針」を掲げ、その

具体的な事業をまとめました。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

２ ビジョンの基本方針と重点的な取組 

事業① 洋上風力発電関連産業のサプライチェーン構築促進 
事業② 秋田港の機能拡充および運転・保守（Ｏ＆Ｍ）産業の拠点化 
事業③ 洋上風力発電事業者と連携した地域振興策の実施 
事業④ 市内事業者の技術習得の支援 
事業⑤ 風力発電事業への理解促進 
事業⑥ 風力発電の観光資源化等による関係人口の拡大 

事業① 新エネルギー関連産業の振興 
事業② デジタル技術を活用した新たなメンテナンス手法の推進 
事業③ バイオマス発電で使用する発電燃料の製造促進 

事業① クリーン電力を活用した水素製造事業への支援 
事業② アンモニアや合成燃料（e-fuel）の製造支援 
事業③ 秋田港を中心とした次世代エネルギーサプライチェーンの構築 

              
基本理念 

事業① 風車部品のリサイクル産業の振興 
事業② 太陽光パネルのリサイクル産業の振興 
事業③ 使用済み蓄電池のリサイクル産業の振興 

施策Ⅳ 使用済み発電部品等のリサイクル産業の振興 

施策Ⅲ 水素、アンモニアなどの次世代エネルギー産業の振興 

施策Ⅱ 風力発電以外の発電における関連産業の振興 

基本方針１ 風力発電等を活用した関連産業の振興 

施策Ⅰ 風力発電関連産業の振興 

新 エネルギー関 連 産 業 の集 積 地 づくりとクリーンエネルギーの地産 地 活 の実 現  
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事業① マイクログリッドの構築によるクリーンエネルギー供給体制の整備 
事業② アグリゲーション事業者の育成 

事業① 地域エネルギーの供給と地域新電力の設立検討 
事業② 蓄電池需要の拡大 
事業③ ＰＰＡ事業の促進 
事業④ データセンターの誘致 
事業⑤ クリーンエネルギーを求める企業の誘致 

事業① トラック、バスなど商用車のＦＣＶ化等の促進 
事業② 産業部門における次世代エネルギーの利活用の促進 
事業③ 農業部門における次世代エネルギーの利活用の促進 

施策Ⅰ ＡＩ・ＩＣＴを活用した自立分散型エネルギーシステムの構築 

施策Ⅱ クリーンエネルギーの調達および利活用 

施策Ⅲ 水素やアンモニア等へのエネルギー転換の促進 

事業① 本市沖の促進区域指定に向けた法定協議会への参画 
事業② 洋上風力発電事業者と連携した地域振興策の実施（再掲） 

施策Ⅰ 本市沖における洋上風力発電の円滑な導入 

事業① 風況に恵まれた適地での陸上風力発電や太陽光発電の導入促進 
事業② 卒ＦＩＴ電源およびリプレース電源の有効活用 

施策Ⅱ 新エネルギー発電所の新規立地促進および電源の有効活用 

事業① 事業所等への設備導入支援 
事業② 住宅等への設備導入支援 

施策Ⅲ 市内事業者や市民への太陽光発電などの導入支援 

基本方針３ 市域内の新エネルギー導入促進 

基本方針２ クリーンエネルギーの地産地活 
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施策Ⅰ 風力発電関連産業の振興                          

洋上風力発電事業は、１つのプロジェクトでも総事業費 1,000 億円を超え、建設工事、

メンテナンス、部品・治具製造などの各プロセスにおいて非常に大きい経済波及効果が

期待されます。 

また、すでに導入が進んでいる陸上風力発電では、メンテナンス需要に加え、ＦＩＴ期

間終了後のリプレースや撤去工事の需要拡大も見込まれています。 

そのため、本市では、市内事業者の風力発電関連産業への参入に向けた人材育成

や設備投資への支援、関連企業の誘致に取り組むほか、基地港湾に指定されている秋

田港周辺を中心とした運転・保守（Ｏ＆Ｍ）産業の拠点化を目指します。 

また、出前講座の開催や施設見学などの実施により、市民や学生の風力発電事業に

対する理解促進に努めるほか、風力発電の観光資源化による観光客の増加を見据え、

受入体制を整備し、関係人口の増加を図ります。 

  

3 新エネルギービジョンの施策展開 

 

 

 

新エネルギー関連産業は、建設工事やメンテナンス、部品・治具製造、発電部

品のリサイクルなど裾野が広く、多くのビジネスチャンスがあります。 

今後、さらなる新エネルギーの導入が予想されることから、本市経済の活性化

のため、関連産業を早期に振興することが重要です。 

そのため、市内事業者の参入に向けて、人材育成・確保や設備投資の支援を

行うほか、関連企業の誘致を図ります。 

このほか、市内の児童・生徒・学生を対象とした出前講座の実施や観光資源と

しての活用により関係人口の創出を図ります。 

基本方針１ 風力発電等を活用した関連産業の振興 
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事業① 洋上風力発電関連産業のサプライチェーン構築促進 

洋上風力のサプライチェーンに市内事業者が参入できるよう、人材育成・確保に向け

た支援や部品・治具製造のための設備投資などを支援するとともに、市外事業者と市

内事業者との共同による事業化を推進するほか、関連企業の誘致に取り組みます。 

また、水深３０ｍ以深での洋上風力発電の導入を見据え、ジャケット式や浮体式で必

要となる資材・部品・治具等の市内での供給体制の整備に向け、技術動向を調査しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業② 秋田港の機能拡充および運転・保守（Ｏ＆Ｍ）産業の拠点化  

秋田港は洋上風力発電の基地港湾に指定されており、今後、複数海域での洋上風

力発電事業に利用される見込みであることから、円滑な洋上風力発電の導入を図るた

め、同港の機能拡充や効率的な利用調整を国・県などの関係機関に働きかけていきま

す。 

また、陸海空の物流インフラが整っている本市の強みを活かしながら、同港周辺を中

心として、洋上風力発電所の運転・保守（Ｏ＆Ｍ）産業の拠点化や資材・部品・治具等

の流通・保管拠点としての有効活用が図られるよう、地元事業者の参入促進や関連企

業の誘致などに取り組みます。 

  

【主な取組】 

◇市内事業者と洋上風力関連企業のマッチングを図ります。 

◇資格取得など事業者が実施する人材育成・確保を支援します。 

◇関連部品・治具製造などに係る設備投資と雇用拡大を支援します。 

◇洋上風力発電関連企業の誘致を図ります。 

◇ジャケット式や浮体式等の洋上風力発電の技術動向を調査します。 
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事業③ 洋上風力発電事業者と連携した地域振興策の実施 

一般海域における洋上風力発電事業者が実施する地域貢献策として、本市の経済

活性化や地元での洋上風力サプライチェーンの構築を働きかけていきます。 

 

 

 

 

 

 

事業④ 市内事業者の技術習得の支援 

風力発電所では、高所作業技術や大型部品の運搬にかかる特殊車両の運転技術、

海上・水中での作業技術などを有する多様な人材が必要です。 

また、今後、卒 FIT を迎えた陸上風力発電所の撤去工事やリプレース等での市内事

業者の参入が期待されます。 

こうした状況を踏まえ、市内事業者の風車の建設、運転・保守（O＆M）、撤去工事

等の関連産業への参入機会獲得のため、これらに必要な技術習得を支援します。 

 

【主な取組】 

◇国・県などの関係機関への積極的な要望活動を行います。 

・風車の大型化に対応した秋田港の機能強化の推進 

・建設工事における秋田港の継続的かつ効率的な利用の促進 

・ジャケット式や浮体式の洋上風力発電の導入を見据えた港湾機能の向上 

◇秋田港を中心とした運転・保守（Ｏ＆Ｍ）産業の拠点化を推進します。 

・運転、保守を実施するメンテナンス事業への地元事業者の参入促進や関

連企業の誘致 

・洋上風車の交換部品や資材等の保管場所としての有効活用策の検討 

【主な取組】 

◇再エネ海域利用法における法定協議会の協議に参画し、公募占用指針に

おける地域振興策の実施を進めます。 

◇地元事業者の関連産業への参入や人材育成といった市内経済の活性化に

向けた取組を、洋上風力発電事業者に働きかけます。 
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事業⑤ 風力発電事業への理解促進 

風力発電の導入が先進的に進む本市の優位性を活かし、発電事業者と連携して、

関連事業に関する学習機会の充実や市民理解の促進に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

事業⑥ 風力発電の観光資源化等による関係人口の拡大 

国内でも先進的に展開される風力発電は、市外からの視察や見学の需要が高まりつ

つあることから、関連機関と連携した受入体制の整備などにより、風力発電の観光資源

化を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

◇ＧＷＯが推奨する安全訓練や高所作業訓練などの受講を支援します。 

◇大型クレーン等の運転技術習得を支援します。 

◇ドローン等を活用したメンテナンス技術の習得を支援します。 

◇資格取得など事業者が実施する人材育成を支援します。（再掲） 

【主な取組】 

◇小、中学校での出前講座や見学会の実施を発電事業者等へ働きかけま

す。 

◇市内の高校、高専、大学の生徒・学生を対象として、風力発電に関するセミ

ナーや勉強会等を開催します。 

◇市民を対象とした施設見学の受入体制の拡充を図ります。 
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施策Ⅱ 風力発電以外の発電における関連産業の振興            

本市では風力発電以外にも太陽光発電やバイオマス発電などの多様な新エネルギ

ーの導入が進んでいます。 

本市では、今後のさらなる導入拡大を見据え、これらの関連産業を振興するため、市

内事業者の設備投資や人材育成に対する支援、関連企業の誘致に取り組みます。 

 

事業① 新エネルギー関連産業の振興 

次世代太陽電池として期待される「ペロブスカイト」や「大型蓄電池」「全固体電池」な

どの研究や製造、活用を行う市内事業者を支援するほか、研究拠点や工場の誘致に

取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

◇「あきた観光パスポート」への掲載による情報発信を行います。 

◇「洋上風力発電を契機とした秋田の未来づくり会議」などの場を活用すること

により、秋田県や近隣市町村との連携を検討します。 

◇観光ガイドの育成に取り組みます。 

◇秋田市観光案内人や秋田市観光ｍｙタクシー等を活用し、旅行代理店と連

携した受け入れ体制の整備や行政・業務視察、観光客に対応した多様な

観光案内コースの造成を行います。 

【主な取組】 

◇新エネルギー関連産業に新規参入する市内事業者を支援します。 

◇「ペロブスカイト」や「大型蓄電池」「全固体電池」の研究拠点や工場の誘致

を図ります。 

◇大型蓄電池の活用による電力の安定供給に向けた取組を促進します。 
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事業② デジタル技術を活用した新たなメンテナンス手法の促進 

本市では今後、専門人材の不足が予測されることから、市内事業者によるメガソーラ

ー発電所や架空電線等のメンテナンスにおけるドローンやＡＩ予測等の活用に向け、これ

ら関連技術の習得を推進し、業務の効率化を図るととともに、市内事業者の新規参入

を支援します。 

 

 

 

 

 
事業③ バイオマス発電で使用する発電燃料の製造促進 

本市には、豊富な森林資源を活用したバイオマス発電所が立地していることから、今

後のバイオマス発電量の増加を見据え、市内事業者による木質チップや木質ペレット等

の発電燃料の製造を促進します。 

また、森林の循環利用と二酸化炭素吸収源対策として、皆伐再造林における未利用

材のバイオマス燃料化の拡大について調査・研究を行います。 

 

 

 

 

 

施策Ⅲ 水素、アンモニアなどの次世代エネルギー産業の振興       

水素やアンモニアなどの次世代エネルギー産業は、今後の成長産業として期待され

ており、化石燃料の代替のみならず、電力の貯蔵や化学製品の原材料など幅広い分野

での活用が見込まれています。 

そのため、地域で生み出されたクリーン電力の活用などにより、水素やアンモニアなど

の製造を支援するとともに、秋田港周辺を中心として次世代エネルギー産業の振興を 図ります。 

【主な取組】 

◇ドローンの運転技能やＡＩ等デジタル技術の習得などを支援します。 

◇発電事業者との連携による新たなメンテナンス手法の実証事業や技術開発

を支援します。 

【主な取組】 

◇木質バイオマス燃料を製造する事業者を支援します。 

◇バイオマス燃料として活用できる未利用資源について、実用化に向けた取

組を支援します。 
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事業① クリーン電力を活用した水素製造事業への支援 

クリーン電力で製造されたグリーン水素は、将来的に大幅な需要増が期待できること

から、水素製造に取り組む事業者を支援します。 

また、水電解装置の製造などに取り組む企業の誘致や市内事業者の水素関連産業

への参入を支援します。 

 

 

 

 

 

 

事業② アンモニアや合成燃料（e-fuel）の製造支援 

次世代エネルギーのうち、アンモニアや合成燃料については、その特性や多様な用

途から、今後の需要増が予想されます。 

そのため、市内で製造されたグリーン水素などを活用し、アンモニアや合成燃料（e-

fuel）の製造に取り組む企業の誘致や市内事業者の参入を支援します。 

 

 

 

 

 

事業③ 秋田港を中心とした次世代エネルギーサプライチェーンの構築 

秋田港を中心とした次世代エネルギーの地域への供給方法に加え、他地域への次

世代エネルギーの運搬方法について検討を行います。 

また、同港の脱炭素化に向けた取組として、カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）の形

成に向け、国や県などの関係機関との連携を図るほか、秋田港を拠点としたＣＣＳ事業

を促進します。 

【主な取組】 

◇「あきた次世代エネルギーコンソーシアム（ＡＮＥＣ）」など、市内事業者によ

るクリーン電力を活用したグリーン水素製造の取組を支援します。 

◇水電解装置の製造や研究、開発を行っている企業の誘致に取り組みます。 

◇市内事業者の水素関連産業への参入を支援します。 

【主な取組】 

◇アンモニアや合成燃料（e-fuel）の製造に取り組む企業の誘致を図ります。 

◇アンモニアや合成燃料（e-fuel）の製造に取り組む市内事業者を支援しま

す。 
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施策Ⅳ 使用済み発電部品等のリサイクル産業の振興             

ＦＩＴ制度の終了等に伴い、発電事業を終えた使用済み部品の大幅な増加が見込ま

れていますが、その処理方法が課題となっています。 

こうした発電部品のリサイクルを新たな成長産業として位置付け、研究拠点やリサイク

ル工場の誘致に取り組むほか、市内企業の新規参入を支援します。 

 

事業① 風車部品のリサイクル産業の振興 

風車の部品である「ブレード」は特殊繊維で構成されているほか、「ナセル」は多くの希

少金属が使用されており、国内外でリサイクル技術の研究が進められています。 

そのため、リサイクルに関する研究施設や工場の誘致に取り組むほか、関連産業に新

規参入する市内企業を支援します。 

 

 

 

 

【主な取組】 

◇秋田港での次世代エネルギーの受入体制や市内への供給方法について検

討を進めるとともに、事業化に向けた取組を支援します。 

◇秋田港から国内への水素やアンモニア、合成燃料（e-fuel）の運搬方法につ

いて検討を行います。 

◇水素ステーションの設置を促進し、トラックやバスなどの商用車を中心に水

素燃料の普及を図ります。 

◇国や県と連携を図り、秋田港のＣＮＰ化を促進します。 

◇秋田港を拠点として、二酸化炭素の受け入れや貯蔵を行うＣＣＳ事業を促

進します。 

【主な取組】 

◇風車部品のリサイクル技術の研究拠点やリサイクル工場の誘致を図ります。 

◇風車部品のリサイクル産業に新規参入する市内事業者を支援します。 
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事業② 太陽光パネルのリサイクル産業の振興 

現在、国内で最も発電量が多い太陽光発電は、ＦＩＴ制度の開始により導入が急拡大

したことから、同制度の売電期間の終了に伴う太陽光パネルの大量破棄が課題となっ

ています。 

こうしたことから、太陽光パネルのリサイクルに関する研究施設や工場の誘致に取り組

むほか、関連産業に新規参入する市内事業者を支援します。 

 

 

 

 

 
事業③ 使用済み蓄電池のリサイクル産業の振興 

蓄電池には希少金属が多く含まれていることから、資源が乏しい我が国において、使

用済み蓄電池のリサイクル技術の確立は重要であるほか、劣化が少ない蓄電池につい

ては、リユースする動きも見られます。 

こうしたことから、使用済み蓄電池のリサイクル・リユースに関する研究施設や工場の

誘致に取り組むほか、関連産業に新規参入する市内企業を支援します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

◇太陽光パネルのリサイクル技術の研究拠点やリサイクル工場の誘致を図りま

す。 

◇太陽光パネルのリサイクル産業に新規参入する市内事業者を支援します。 

【主な取組】 

◇使用済み蓄電池のリサイクル技術の研究拠点や工場の誘致を図ります。 

◇蓄電池のリサイクルやリユースに参入する市内事業者を支援します。 
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施策Ⅰ ＡＩ・ＩＣＴを活用した自立分散型エネルギーシステムの構築     

電力は需要と供給のマッチングが必要であり、その予測にはＡＩ・ＩＣＴの利活用が不可

欠です。 

本市では、マイクログリッド構築が複数の地区で進んでいることから、県と連携してこれ

らの取組を促進するとともに、他地区におけるマイクログリッド構築を図ります。 

また、ＦＩＰ制度の開始に伴い、より精度が高い需要と供給の予測が必要とされること

から、アグリゲーション事業に新規参入する市内事業者の人材育成を支援するほか、関

連企業の誘致を図ります。 

 

事業① マイクログリッドの構築によるクリーンエネルギー供給体制の整備 

本市では、市内３地区でのマイクログリッドの構築が計画されていることから、県と連携

して取組を促進するとともに、他地区におけるマイクログリッド構築を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2050 年のカーボンニュートラル化への流れの中で、クリーンエネルギーを必要

とする企業が増加していることから、クリーンエネルギーを市内で有効に活用でき

る仕組みづくりについて検討を進めます。 

また、ＦＣＶトラックやバスなどの導入促進等により、次世代エネルギーの需要

創出に取組むほか、県で整備する再生可能エネルギー100％の工業団地をセー

ルスポイントとして、クリーンエネルギーを求める企業の誘致に取り組みます。 

基本方針２ クリーンエネルギーの地産地活 

【主な取組】 

◇「外旭川地区」「向浜地区」「下新城地区」でのマイクログリッド構築を促進し

ます。 

◇新たなマイクログリッド構築の可能性について検討を行います。 
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事業② アグリゲーション事業者の育成 

ＦＩＰ制度の開始に伴い、発電事業者には精度の高い発電計画の作成が求められ、そ

の計画作成を担うアグリゲーション事業のニーズが高まっていることから、アグリゲーショ

ン事業者の設備投資や人材育成、関連企業の誘致に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

施策Ⅱ クリーンエネルギーの調達および利活用                

市内で生み出されたクリーン電力は、そのほとんどがＦＩＴ制度により大手電力会社に

売却されており、クリーンエネルギーの地産地活の拡大が課題となっています。 

そのため、市内で生み出されたクリーン電力の供給手法の検討やオンサイト・オフサイ

トＰＰＡの推進により、エネルギーの地域内利用を促進します。 

また、県で整備する再生可能エネルギー100％の工業団地をセールスポイントとして、

クリーンエネルギーを必要とする企業の誘致に取り組むほか、クリーン電力の安定供給

に寄与する蓄電池関連産業の振興を図ります。 

 

事業① 地域エネルギーの供給と地域新電力の設立検討 

世界的な脱炭素の動きの中で、クリーン電力の利用拡大が求められており、豊富な

供給ポテンシャルを有する本市としては、エネルギーの地産地活の推進が必要となって

いることから、国に対し、発電地域へ優先的に地産電力を供給できる制度の創設を働き

かけます。 

また、市内へのクリーン電力の供給手法として、「地域新電力」の設立を検討します。 

 

 

【主な取組】 

◇アグリゲーション事業に新規参入する市内事業者の設備投資や人材育成を

支援します。 

◇アグリゲーション事業者の誘致を図ります。 
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事業② 蓄電池需要の拡大 

蓄電池は、クリーン電力の安定供給や企業におけるＢＣＰ対策において重要であるこ

とから、本市の豊富なクリーン電力の効率的な利用を促進するため、本市における蓄電

池需要の拡大を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

事業③ ＰＰＡ事業の促進 

ＰＰＡ事業は、電力利用者の発電設備の導入費用の低減や施設の脱炭素化、電気

料金の抑制などが図られるとともに、発電事業者は安定した売電収入を得ることができ

るなど双方にメリットがあります。 

そのため、新エネルギーのさらなる導入拡大と電気料金の抑制による市内企業の経

営効率化等の観点から、本市においてＰＰＡ事業を促進します。 

 

 

 

 

【主な取組】 

◇クリーン電力の優先的な供給について、県と連携して国に働きかけます。 

◇本市における「地域新電力」設立の可能性を調査します。 

◇「地域新電力」の設立による事業効果や採算性を検証したうえで、必要な支

援を行います。 

【主な取組】 

◇本市における蓄電池導入を促進します。 

◇蓄電池関連産業に参入する市内事業者を支援します。 

◇市内で進められるマイクログリッド内での蓄電池の有効活用を促進します。 

◇蓄電池関連産業の研究拠点や工場の誘致を図ります。 

【主な取組】 

◇本市内の事業所で実施するＰＰＡ事業を支援します。 

◇市内事業者に対してＰＰＡ事業の周知を図ります。 
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事業④ データセンターの誘致 

大量の電力を消費するデータセンターには、クリーン電力の使用割合を高める取組が

求められており、データセンターへ優先的に地産のクリーン電力供給が可能となるよう、

県と連携して国へ働きかけるとともに、クリーン電力供給をセールスポイントとして、本市

へのデータセンター誘致を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業⑤ クリーンエネルギーを求める企業の誘致 

2050 年カーボンニュートラルの流れの中で、各企業には材料調達や製造、輸送など

様々な場面で脱炭素化に向けた取組が求められます。 

こうしたことから、本市の豊富なクリーンエネルギーをセールスポイントとして、環境意

識が高い企業の誘致活動を積極的に行います。 

 

 

 

 

  

【主な取組】 

◇データセンターへのクリーン電力の優先的な供給について、県と連携して国

に働きかけます。 

◇県が整備を予定している再生可能エネルギー100％工業団地へのデータセ

ンター誘致を推進します。 

◇廃校舎等の既存インフラを活用したデータセンターの誘致方策を検討しま

す。 

【主な取組】 

◇クリーンエネルギーを必要とする企業の誘致を推進します。 

◇クリーンエネルギーを必要とする企業のニーズ調査を行います 
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施策Ⅲ 水素やアンモニア等へのエネルギー転換の促進           

水素やアンモニア、合成燃料（e-fuel）等の次世代エネルギーの普及を図るためには、

需要の創出と価格の低減が必要であることから、商用車のＦＣＶ化や火力発電所での

混焼など、様々な事業において次世代エネルギーの需要創出を図ります。 

 

事業① トラック、バスなど商用車のＦＣＶ化等の促進 

トラックやバスなどの商用車は、高出力で燃料の充填が早いというＦＣＶの特性を活か

しやすいことから、市内における商用車のＦＣＶ化を促進するとともに、水素の供給体制

の整備を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

事業② 産業部門における次世代エネルギーの利活用の促進 

国では、火力発電所等における水素やアンモニアの混焼等により、電力の脱炭素化

を図ろうとしていることから、市内で製造された次世代エネルギーの火力発電所等での

利用を促進します。 

また、燃料電池やごみ処理場の助燃剤、化学製品の原材料などでの利用が想定さ

れることから、次世代エネルギーの市内での需要拡大を図ります。 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

◇秋田港やインターチェンジ周辺など、輸送の中心となっている地域への水素

ステーション設置を支援します。 

◇トラックやバスなど商用車のＦＣＶ化を促進します。 

◇ＬＮＧ燃料船や商用車における合成燃料（e-fuel）の利用促進策について検

討します。 

【主な取組】 

◇火力発電所を保有する事業者へ次世代エネルギー利用の働きかけを行う

とともに、供給体制の整備を促進します。 

◇2032 年以降に整備予定の本市ごみ処理場における次世代エネルギーの

利活用方策を研究します。 
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事業③ 農業部門における次世代エネルギーの利活用の促進 

農機具は高負荷の連続運転が必要であり、ＦＣＶの特性が活かされやすいことから、

市内におけるトラクター等の農機具のＦＣＶ化を図るとともに、ＦＣドローン等の先端技術

の導入を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

【主な取組】 

◇中・大型農機具におけるＦＣＶ化を支援します。 

◇ＦＣドローン等の農業分野での将来的な活用を研究します。 
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施策Ⅰ 本市沖における洋上風力発電の円滑な導入              

本市沖は、洋上風力発電の高い導入ポテンシャルを有していることから、再エネ海域

利用法に基づく一般海域の早期の促進区域指定を目指します。 

 

事業① 本市沖の促進区域指定に向けた法定協議会への参画 

再エネ海域利用法に基づく法定協議会の協議に参画し、地域貢献策について検討

を進めるとともに、早期の促進区域指定に向けた地元調整を図ります。 

 

 

 

 

 

事業② 洋上風力発電事業者と連携した地域振興策の実施（再掲） 

一般海域における洋上風力発電事業者が実施する地域貢献策として、本市の経済

活性化や地元での洋上風力サプライチェーンの構築を働きかけていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、これまで一定の新エネルギー導入が進んでいますが、本市沖の一

般海域や遊休地、農地、山間地、建物の屋根など、さらなる新エネルギーの導入

ポテンシャルを有していることから、風力発電や太陽光発電等のさらなる導入やリ

プレースを促進します。 

基本方針３ 市域内の新エネルギー導入促進 

【主な取組】 

◇再エネ海域利用法における法定協議会の協議に参画し、公募占用指針に

おける地域振興策の検討を進めます。 

◇再エネ海域利用法に基づく法定協議会に参画し、地元調整を図ります。 

【主な取組】 

◇再エネ海域利用法における法定協議会の協議に参画し、公募占用指針に

おける地域振興策の実施を進めます。（再掲） 

◇地元事業者の関連産業への参入や人材育成といった市内経済の活性化に

向けた取組を洋上風力発電事業者に働きかけます。（再掲） 
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施策Ⅱ 新エネルギー発電所の新規立地促進および電源の有効活用   

本市ではこれまで沿岸部の風力発電を中心に一定の新エネルギーが導入されてき

ましたが、遊休地や農地、山間地等へのさらなる導入可能性があります。 

そのため、自然環境等へ配慮しながら、適地への新エネルギー導入を推進します。 

また、卒ＦＩＴ後のリプレースを促進し、関連産業の振興やメンテナンス需要の創出を

図ります。 

 

事業① 風況に恵まれた適地での陸上風力発電や太陽光発電の導入促進 

市内でこれまで導入が進んでいない農地や山間地などでの適地において、自然環境

等へ配慮しながら陸上風力発電や太陽光発電の導入を促進します。 

 

 

 

 

 

 

事業② 卒ＦＩＴ電源およびリプレース電源の有効活用 

クリーンエネルギーの調達や利活用において、卒ＦＩＴ電源は重要な供給源であり、県

が整備する再生可能エネルギー100％工業団地においても、卒ＦＩＴ電源の活用が見込

まれています。 

また、卒ＦＩＴ後にリプレースが行われる電源についても、市内でのクリーンエネルギー 

の活用可能性があり、これらの電源も重要な供給源であることから、卒 FIT 電源および 

リプレース電源の有効活用を図ります。 

 

 

 

 

【主な取組】 

◇農山漁村再生可能エネルギー法を活用するなどして、農地や山間地などへ

の陸上風力発電等の導入を促進します。 

◇発電事業者の事業計画が地域活性化に資するものである場合は、必要な

支援を実施します。 

【主な取組】 

◇地域新電力での卒ＦＩＴ電源の有効活用方策を検討します。 

◇リプレースに伴う建設工事やメンテナンス事業に新規参入する市内事業者

を支援します。 
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施策Ⅲ 市内事業者や市民への太陽光発電などの導入支援             

地域のカーボンニュートラルやエネルギーの地産地活の実現に向け、市内の事業所

等への太陽光発電設備や木質バイオマス利用設備の導入を支援します。 

 

事業① 事業所等への設備導入支援 

太陽光発電は、電気料金の低減による経営効率化やカーボンニュートラルに資する

ことから、当該設備を事務所や工場の屋根、遊休地に設置する事業者を支援します。 

また、木質バイオマス利用設備は、エネルギーの地産地活やカーボンニュートラル化

に資することから、当該設備を導入する事業者を支援します。 

 

 

 

 

 

 

事業② 住宅等への設備導入支援 

住宅に設置する太陽光発電設備や木質バイオマス利用設備は、市民が導入しやす 

いクリーンエネルギーであり、エネルギーの地産地活や災害時のバックアップ電源といっ

た点でメリットがあることから、当該設備を導入する市民を支援します。 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

◇市内事業者が事業所内に設置する太陽光発電設備の導入を支援します。 

◇市内の事業所で実施するＰＰＡ事業を支援します。（再掲） 

◇市内事業者が設置する木質ペレットストーブ・ボイラーの導入を支援します。 

◇もみがらなどの未利用資源を活用した設備の導入支援策を検討します。 

【主な取組】 

◇市民が設置する太陽光発電設備の導入を支援します。 

◇市民が設置する木質バイオマス利用設備の導入を支援します。 
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 本市では、基本理念の達成に向け、産学官連携による各主体の最大限の取組を前

提に、各基本方針の目標を次のとおり設定します。 

 
※受注率については、「第２章 ４ 本市におけるエネルギー関連産業の状況」にて算出した数値を２０２３

年の実績（推計）値として設定しました。 

洋上風 力発 電の 建設 に係 る市 内受 注率 3.2 ％ 8.0 ％

洋上風力発電の運転・保守に係る市内受注率 6.9 ％ 12.3 ％

洋上風力発電の撤去工事に係る市内受注率 3.2 ％ 13.2 ％

水 素 製 造 装 置 の 導 入 数 0 台 1 台

次世代エネルギー関連産業への市内事業者の
参入数又は企業の誘致数

0 件 3 件

電 力 の エ ネ ル ギ ー 自 給 率 45.4 ％ 100 ％

Ｒ Ｅ １ ０ ０ に 加 盟 す る 企 業 の 誘 致 数 0 社 5 社

水 素 利 用 設 備 の 導 入 数 （ Ｆ Ｃ Ｖ な ど ） 0 台 5 台

本 市 沖 洋 上 風 力 発 電 の 導 入 （ 確 定 ) 量 5.5 万ｋＷ 45.5 万ｋＷ

陸 上 風 力 発 電 の 導 入 （ 確 定 ) 量 15.0 万ｋＷ 18.2 万ｋＷ

目標年度までに3,200ｋWの風車１０本の導入が確定することを見込み目標値として設定した。

3

再エネ１００％工業団地へのクリーン電力を求める企業の誘致を見込み目標値として設定した。

2

トラックやバスなどのFCVや秋田港、インターチェンジなどの物流拠点への水素ステーションの設
置などを見込み目標値として設定した。

基本
方針

評価指標

1

実績（推計）値 目 標 値

「秋田県沖洋上風力開発を起点とする産業クラスターに係る調査（北都銀行、日本政策投資銀
行）」より示された県内調達率（チャレンジ目標）をベースに市内調達率を推計し、目標値として
設定した。

あきた次世代エネルギーコンソーシアム（ANEC）が実施を目指している水素製造事業により導入
される水素製造装置を目標値として設定した。

水素、アンモニア、合成燃料（e-fuel）の各分野における関連企業の誘致や市内事業者の参入
を見込み目標値として設定した。

「２章 ２本市におけるエネルギー消費の現況および将来推計」で算出した電力需要および市内
の既存発電と新たに導入される風力発電の年間発電量を算出し目標値として設定した。

目標年度までに秋田市沖に４０万ｋW（想定）の洋上風力発電の導入が確定することを見込み
目標値として設定した。

直近年度
（2023年）

目標年度
(2033年)

※

※

※

4 基本方針別の目標 
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（１）洋上風力発電等を活用した関連産業の創出による経済効果 

今後、本ビジョンの施策実施により、本県一般海域における洋上風力発電の各プロセ

スへの地元事業者の参入が拡大し、市内受注率が目標の数値まで達成した場合の経

済効果を推計します。 

なお、本推計は、秋田港が関与する３海域（「男鹿市、潟上市および秋田市沖 

（３３．６万ｋＷ）」「秋田市沖（想定４０万ｋW）」「由利本荘市沖（８４．５万ｋＷ）」の各海

域における洋上風力発電事業の経済効果を推計しました。その結果、総合効果が 

１，２９８億円増加し、合計で２，６０１億円となりました。 
 

表● 洋上風力発電事業への市内事業者の参入拡大による経済効果 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（2）エネルギー地産地活による経済効果 

本ビジョンの施策を実施し、クリーン電力の地産地活による経済効果を推計します。 

本推計では、秋田市沖に４０万ｋW の洋上風力発電所が導入され、仮にその内の 

１０万ｋＷの電力が市内で利用された場合を想定し、その効果を推計します。 

その結果、総合効果で約１１億円の経済効果が生まれる結果となったほか、電力供 

給業務などにより生じる新たな雇用が生まれると想定され、総合効果で７６人の雇用が

創出される効果となりました。 
 

５ 施策展開の効果 

受注率 受注率

（単位：百万円）

（目標達成シナリオ）

6,786

3.2%

6.9%

3.2%

83,785

169,599

8.0%

12.3%

13.2%

95,141
運転・保守

業務

撤去工事

建設工事

（現状維持シナリオ）

33,514

1,645

合計 130,300 260,170 　1２９,８７０

(　　2００％)＋
＋
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表● １０万ｋW の洋上風力発電所からの電力供給による経済効果 
 
 
 

 

 

 

 

 

（3）事業の推進による市民生活の変化 

①関連産業の振興による新たな雇用の創出と地元定着 

洋上風力発電などの新エネルギーは、今後もさらに導入量が増加するとともに、事

業期間が長期であることなどから、中長期的に関連産業は、安定した質の高い雇用

を生み出します。 

今後、こうした関連産業を振興することにより、新たな雇用が創出され、若者を中

心とした市民の職業選択の幅が広がり人材の地元定着につながります。 

 

②地域経済の活性化 

  新エネルギー関連産業は、建設工事、メンテナンス、部品・治具製造など裾野が

広く今後の成長産業として期待されている中、本市では、国内初の洋上風力発電事

業が開始されたほか、洋上風力発電の拠点となる基地港に秋田港が指定されたこと

から、国内における洋上風力発電事業の一大拠点となることが想定されます。 

このような新エネルギー関連産業の振興が、地域経済の活性化や県外企業の進

出、関係人口の増加による観光産業の振興などにつながり、雇用の確保や所得の向

上をもたらすことで、多くの市民が地域経済の活性化を実感できるものと考えられま

す。 

 

 

総合効果 1,139 76

直接効果 0 2

１次波及効果 403 19

２次波及効果 736 55

経済効果
[ 百万円］

雇用創出効果
[ 人］
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③クリーンエネルギーの活用による温室効果ガスの削減と防災機能の向上 

日々使用している電力の供給には、その多くが火力発電等ＣＯ₂の排出を伴うことか 

ら、地球温暖化対策において、クリーンエネルギーの活用は重要です。 

今後、クリーンエネルギーの活用等により、生活で使用する電力がクリーンなものに 

置き換わることで、温室効果ガスの排出削減に寄与します。 

また、住宅に設置した太陽光発電設備や蓄電設備は、地域におけるスマートグリッド 

の構築や災害時のバックアップ電源となります。 

 

④シビックプライドの醸成 

本市に導入される多様な新エネルギーは、今後長期に渡り国内のエネルギー需要を

支えるとともに、関連産業の振興による経済活性化とクリーンエネルギーの地産地活に

よるカーボンニュートラル化の促進に寄与します。本市においては、こうした状況が進む

ことにより、市民が自分の住むまちに「誇り」や「愛着」を感じることで、新エネルギー先端

都市という「シビックプライド」が醸成されていくと考えられます。 
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現在、本市域内においては、表●に示すとおり、新エネルギーを活用した複数の取組

が、市や県、民間事業者などが主体となって計画されています。 

本ビジョンで示した施策の実現に資するこれらの取組について、本市では積極的に参

画・支援することとしていることから、当該事業の概要および各事業で期待される成果等

を紹介します。 

表● 秋田市の新エネルギーを活用した主な取組一覧 
名 称 概要 実施主体 秋田市の役割 

①脱炭素先行 

地域に関する 

取組 

（向浜地区） 

向浜の秋田臨海処理センターと

周辺地区の公共施設群を対象

に、地域のカーボンニュートラル

実現と活性化、下水道事業の

経営改善を目指すもの。 

秋田県および

秋田市 

秋田市汚泥再処理センタ

ーの未利用地を活用した

再生可能エネルギーを導

入し、マイクログリッドに参画

する。 

②秋田市外旭 

川地区まちづく 

り 

官民連携によるまちづくり整備

事業である。秋田市中央卸売

市場周辺で、スタジアムや商業

施設を建設し、物流拠点の再整

備や地域活性化を目指すもの。 

秋田市 

イオンタウン

株式会社 

事業主体として全体的に

関与する。 

 

③地元企業に 

よる水素サプラ 

イチェーンの構 

築の実現に向 

けた取組 

水素サプライチェーン事業の実

現に向けて設立したコンソーシア

ム。秋田港を中心とした水素等

の新エネルギーの供給サプライ

チェーン構築を目指す事業を展

開するもの。 

あきた次世代

エネルギーコ

ンソーシアム 

(ANEC) 

事業計画に参画し、秋田

港周辺の新エネルギーの

供給サプライチェーンの構

築に向けた取組の支援を

行う。 

④秋田港湾脱 

炭素化推進計 

画関連事業 

（ＣＮＰの形成） 

県内の重要港湾３港（秋田港、

能代港、船川港）における取組。 

脱炭素化に配慮した港湾機能

の高度化や臨海部産業の集積

等を通じて、温室効果ガスの排

出を全体としてゼロにする「カー

ボンニュートラルポート（CNP）」を

形成するもの。 

秋田港湾 

脱炭素化推

進協議会 

秋田港湾脱炭素化推進協

議会のオブザーバーとして

参画し、秋田港および周辺

地域脱炭素の推進にむけ

た取組の支援を行う。 

⑤下新城地区 

再エネ工業団 

地整備事業 

秋田市北部の下新城地区にお

いて、県内でつくりだした再生可

能エネルギー１００％の供給を

目指す工業団地を整備するもの。 

秋田県 企業の誘致を進めるととも

に設備投資に対する助成

や人材供給の支援を行う。 

６ 新エネルギーを活用した主な取組 
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図● 各取組の位置一覧 

  

④秋田港湾脱炭素化推進計画関連事業 
（ＣＮＰの形成） 

⑤下新城地区再エネ工業団地整備事業 

③地元企業による水素サプライチェーンの

構築の実現に向けた取組 

②秋田市外旭川地区 
まちづくり 

①脱炭素先行地域に関する取組 
（向浜地区） 
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（１）脱炭素先行地域に関する取組（実施主体：秋田県 共同事業者：秋田市） 

1)脱炭素先行地域とは 

脱炭素先行地域とは、民生部門の電力消費に伴う CO₂排出の実質ゼロを実現する

とともに､その他温室効果ガスについても、中間目標となる 2030 年度目標と整合する排

出削減を地域特性に応じて実現する地域です。同地域は、国･地方脱炭素実現会議が

示した地域脱炭素ロードマップに示されています。 

少なくとも全国の 100 か所の地域で 2025 年度までに取組実施の道筋をつけ、2030

年度までにその取組を先行的に実施することにより、地域課題も同時解決し､住民の暮

らしの質の向上とともに脱炭素の実現を図るものです。 

環境省が実施した第１回の「脱炭素先行地域」の公募において、秋田市は秋田県とと

もに共同提案を行い、国の脱炭素に向けた取り組みを推進するモデル地域として選定

を受け、事業を推進しています。 

2)プロジェクトの概要 

プロジェクト名は、「秋田県流域下水

道を核に資源と資産活用で実現する

秋田の再エネ地域マイクログリッド」とさ

れています。 

向浜地域の秋田臨海処理センター

の敷地内へ消化ガス発電、風力発電

および太陽光発電を導入するとともに、

市汚泥再生処理センターの敷地内へ

太陽光発電と蓄電施設を整備すること

で、エネルギーマネジメントシステムを

構築するものです。また、秋田臨海処

理センターと、同地域内の公共施設８

施設（公設試験研究施設、職業訓練

施設、運動施設等）に自営線によるマ

図● 脱炭素先行地域関係施設の位置 
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イクログリッドを構築し、再エネ電力を供給することにより、脱炭素化に取り組みます。マイ

クログリッドにおいて電力の需給制御を行うことで、下水道資源・資産を活用し、経営改

善を図り下水道使用料に係る住民負担の軽減を目指しています。 

表●プロジェクトにおける関連施設一覧 

3)目指す姿および期待される成果 

本プロジェクトの実施により、地域脱炭素のほか以下のような効果が期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

4)事業スケジュール 

本プロジェクトは 2030 年度おける脱炭素を目指す計画であり、概ね 2025 年度をめど

に施設整備を行い、2030 年度までに実際の運用を行うことで、地域のゼロカーボンを実

現する計画です。 

 

 

 

 

 

  

①地域内の公共施設は、県下の公共施設でもエネルギーコストがトップにある施設

群であり、これらの施設への再エネの積極的な活用により、県民・市民が負担す

るエネルギーコストの地域内循環を実現 
②人口減少等による汚水量減少は下水道事業の経営悪化につながっていることか

ら、下水由来バイオマスの利活用により、経営改善による下水道料金の住民負
担の軽減と新たな雇用の創出に加え、下水汚泥のコンポスト化等の資源利用に
より、農業振興・資源の地域循環を実現 

③再エネ設備や蓄電設備、エネルギーマネジメントシステムを実習の場として活用

し、環境技術系人材を育成 
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（２）秋田市外旭川地区まちづくり 

（実施主体：秋田市、イオンタウン株式会社） 

1)プロジェクトの目的 

外旭川地区のまちづくりは、民間事業者の知見やノウハウを活用した官民連携による

モデル地区を整備する事業です。「人口減少下にでも持続可能な社会基盤の構築」と

「交流人口の拡大による新しい活力や魅力づくり」を目指すまちづくりです。 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

2) プロジェクトの概要 

本プロジェクトの対象エリアは、外旭川地

区の約 511,000m²（秋田市中央卸売市

場：146,000m²)を含む区域です。JR 泉外

旭川駅、秋田自動車道秋田北 IC および秋

田港に近接するほか、市の中心部と当該

地区を結ぶ新たな幹線道路の整備が進め

られるなど、交通･物流機能の充実が図られている地域です。また、周辺には、市街地

に隣接して田園が広がるなど、自然環境にも恵まれた地域です 

本プロジェクトでは、地域特性を生かしつつ、2 つの目的を実現するため、①AI･ICT

の活用、②起業支援、③ゼロカーボン、④広域防災拠点、⑤次世代医療、⑥交流人口

拡大、⑦次世代型農業の 7 つの取組を計画に位置付けています。また、本市が行う卸

売市場再整備、官民連携で行う新スタジアム整備および民間施設の整備を一体的に

行い、この 7 つの取組を位置付けています。 

・ＡＩやＩＣＴなどの技術を活用した先端的サービスの導入により、本市が抱える課題を解決する。 
・実証的な取組を先行的に実施し、全市域に波及させるモデル地区を整備する。 

・豊かな自然や旬の食べ物をはじめとした四季を感じる日々の営みを市民や秋田市を訪れる
人が実感できるよう、交流人口の拡大につながるにぎわいを創出する取組 

・そのために必要な施設と機能を整備することで、若者が将来に希望を持ち、このまちで暮らし
ていきたいと感じられるような新しい活力や魅力を創出する。 

交流人口の拡大による新しい活力や魅力づくり 

人口減少下にあっても持続可能な社会基盤の構築 目的１ 

目的２ 

図● モデル地区における７つの取組 

計画が変更となり 

次第更新します 
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令和４年３月、本市は協働でまちづくりを進める事業パー

トナーとしてイオンタウン株式会社を公募型プロポーザルに

より選定しました。同社は事業主体としての立場のほか、本

市と共に公共的な役割を担う代表事業者の立場として、関

連する民間事業者との調整を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3)目指す姿および期待される成果 

協働でまちづくりを進める事業パートナー選定の公募プロポーザルで示された将来イメ

ージを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真● 外旭川地区の状況 

図● 施設配置図 

図● 外旭川地区の将来イメージ 
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（３）地元企業による水素サプライチェーンの構築の実現に向けた取組 

1)コンソーシアムについて 

あきた次世代エネルギーコンソーシアムは、秋田県の再生可能エネルギーを活かし

た次世代エネルギーのサプライチェーン構築を目指し、調査研究、ビジネスモデルの検

討などを行うために設立された民間企業による任意団体です。 

2)設立の背景および活動経緯 

秋田県は、全国で最も人口減少

率が高く、県内総生産も伸び悩む

など、持続可能な地域づくりに大き

な課題を抱えています。このような

中、秋田県では、良好な風況を活

かした風力発電開発が進められて

おり、脱炭素化の推進やエネルギ

ー安全保障の確立への貢献が期待

されることから、こうした環境を生かして地域課題の解決に取り組んでいくため、民間企

業が中心となって同コンソーシアムが設立されました。 

そして、その課題解決策の１つとして、秋田県に賦存する再生可能エネルギーを活用

した「水素サプライチェーン構想事業化」を掲げ、2022 年 8 月に環境省の委託事業「令

和 4 年度既存インフラを活用した水素供給低コスト化に向けたモデル構築 FS 調査事

業（風力発電由来の水素製造及び水素混焼エンジンを活用した秋田港水素化構想）

委託業務」を受託し、事業モデルを立案しました。 

表● 環境省受託事業で得られた成果 
再エネ電力 

供給 

水素製造＋売電を前提とした専用電源を設置することにより、電力調達コストは 8.5 円

/kWh まで低減 

水素製造 2030 年における設備導入コストの低減を見込むと水素製造コストは、104 円/ N ㎥ま

で低減可能 

水素輸送 

貯蔵 

コスト面では、LOHC(MCH)が優位なものの、小型化等の課題があることから高圧ガスを

採用 

水素利用 秋田市の潜在的ポテンシャルとして最大 14.4 万ﾄﾝの水素需要があることを確認 

事業モデル 需要拡大に伴い水素供給コストの低減が見込まれるものの、電力市場の価格高騰に

伴い 100 円以下とはならない 

ただし、占用電源の設置コストは今後も低下すると考えられ、出力抑制による余剰電力

も大幅に増加する見込みであることから、将来的には試算よりも低減する可能性あり 

 

図● ANEC 設立の背景 
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3)コンソーシアムの目指す将来像 

コンソーシアムでは以下に示す活動を通じて、秋田県の地域・経済の活性化と我が国

の脱炭素化・エネルギー安全保障の確立に資する、秋田県を起点とした水素やアンモ

ニアなどの次世代エネルギーのサプライチェーン構築を目指しています。これにより、秋

田県が日本の次世代エネルギーの供給拠点となり、我が国のグリーンエネルギーを牽

引する、持続可能で活力ある地域将来像の実現に貢献します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図● コンソーシアムの目指す将来像と活動内容 

4)将来展望 

コンソーシアムが目指す事業ロードマップを以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ANEC の活動内容】 
 部会活動（研究部会、企

画部会） 

 補助制度を活用した実証
事業等への応募・参画 

 グリーン水素・グリーン
アンモニアに関するニー
ズ調査 

 水素 SC 事業化に向けた
会員企業間でのマッチン
グ 

 国内／海外の先進事例・
取り組み等の視察 

 国・自治体との連携強化
や政策提言 

図● ANEC の目指す水素サプライチェーンのロードマップ 
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（４）秋田港湾脱炭素化推進計画関連事業（ＣＮＰの形成） 

（実施主体：秋田脱炭素化推進協議会） 

1)港湾脱炭素化とは 

港湾脱炭素化は、CO₂を多く排出する産業が集積している港湾・臨海部において、

再生可能エネルギーの導入や水素等へのエネルギー転換など行うことで、同地域にお

ける脱炭素化を推進していく取組です。 

令和４年 12 月、港湾における脱炭素化の推進等を図る改正港湾法が施行されまし

た。これに伴い港湾管理者は、官民連携による港湾脱炭素化推進協議会での検討を

踏まえ、港湾脱炭素化推進計画を作成するとともに、各関係者はそれぞれの取組を進

めることが求められています。秋田県内においては、重要港湾である秋田港、船川およ

び能代港について、港湾ごとの脱炭素化推進計画を策定することとしており、秋田県港

湾脱炭素化推進協議会を設置し、港湾脱炭素化に向けた検討が進められています。

本市は関係自治体として、協議会にオブザーバーとして参画し、関係事業者の脱炭素

化への取組を支援していく予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図● 港湾脱炭素化推進協議会の位置付けおよび構成イメージ 

2)想定される取組例 

秋田港湾脱炭素化推進計画に位置付けられる具体的な取組は、令和５年度時点で

協議会において検討中であるため、ここでは、想定される取組例を示します。港湾で想

定される取組は、ターミナル内の荷役機械や車両・船舶等の港湾機能に関する取組、

水素等の新エネルギーの受入れ環境の整備に関する取組、CCUS やブルーカーボン

の活用といった地域の脱炭素化の取組など、様々な分野の取組が想定されています。    
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また、秋田港においては、豊富な洋上風力発電を活用した再生可能エネルギーの地

産地消に関する取組の推進などが期待されます。 

表● 秋田港において想定される取組例 
取組例 取組の内容 

再生可能エネルギー由

来電力の地産地消 

洋上風力発電所から発生する余剰電力を活用して港湾で

水素製造を行い周辺地域でエネルギーとして供給する地

産地消を実現する。 

港湾オペレーションの

脱炭素化 

港湾に停泊中の船舶に陸上から電力を供給することで、船

舶のアイドリングを抑制し CO₂を削減する。また、ディーゼ

ルエンジンで駆動する荷役機械を水素燃料電池による駆

動に転換し、CO₂を削減する。 

石炭火力発電所におけ

るアンモニア混焼 

石炭火力発電所において CO₂が発生しないアンモニアを

混ぜて燃焼させることで、CO₂を削減する。 

 

3)目指す姿および期待される成果 

秋田県港湾脱炭素推進協議会では、重要港湾３港(秋田港、船川港、能代港)合同

で、2030 年の排出量を 2013 年比マイナス 46%とすることを目標としています。2050 年

までには、港湾におけるカーボンニュートラル実現を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図● 港湾脱炭素化（カーボンニュートラルポート）のイメージ 

4)事業スケジュール 

秋田県港湾脱炭素化推進計画は、令和５年度中に策定予定であり、令和６年度以

降、ロードマップに沿った各取組が実施されていく計画です。  
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（５）下新城地区再エネ工業団地（実施主体：秋田県） 

1)下新城地区再エネ工業団地の概要 

秋田県では、県内の再生可能エネルギー供給ポテンシャルを活かした「再エネ工業

団地」を整備し、再エネ電力が利用できる事業環境を積極的にアピールすることで、企

業誘致を進めることとしています。周辺で計画されている秋田県沖の洋上風力発電を

最大限活用することで、可能な限りフィジカル（直接的）な電力供給を目指しています。 

 

工業団地の開発面積は 50ha 程度であり、そのうち工場用地は 25ha 程度となる計画

です。残りの用地は、道路、緑地、調整池とする予定となっています。工場用地には、秋

田県の重点産業である輸送機産業（自動車、航空機）、電子部品産業、医療機器産業、

情報産業・データセンター等の企業誘致を想定しています。 

2)プロジェクトのマスタープラン 

工業団地は、南北の２つのエリアに分

け、段階的に整備されます。工場用地

の造成や工場の建設にあわせて、供給

可能な再生可能エネルギー量を確保し

ていく計画です。当面は、県営の水力

発電や周辺太陽光発電を活用しなが

ら、工業団地内に設置する太陽光発電

に加え、オフサイト発電を順次確保する

とともに、開発の進む洋上風力発電か

図● 周辺再エネ施設 図● 再エネ工業団地配置 

図● 電力供給計画のイメージ 
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ら生み出された電力を段階的に供給していく計画です。なお、工業団地の電力需要家

に対しては、電力供給主体が利用可能な再生可能エネルギーを確保したうえで、安定

した電力を供給する計画です。 

図● 想定する需要家電力供給計画のイメージ 

3)目指す姿および期待される成果 

本プロジェクトで期待される成果および目指す姿を示します。 

 

4)今後のスケジュール等 

秋田県では、工業団地の整備に向け、基本設計、詳細設計を令和５年度末までに

実施することとしており、令和６年度頃から伐木等の準備工事を行い、令和７年度から

造成工事に着手する計画です。第 1 期造成エリアでは令和８年度より、第２期造成エリ

アでは令和 10 年度より分譲を開始する見込みです。また、事業の実現に向けては、①

電力の確保、②電力マネジメント、③電力供給事業の確立が課題とされており、課題解

決に向けた発電事業者との調整、団地内のデマンドレスポンスの検討、電力供給事業

者の誘致や選定等の取組が進められる計画です。 

  

【期待される成果】 
・ 秋田県産再生可能エネルギー電力

100％を供給 

・ 秋田県の特徴である風力、洋上風力に

よる電力を最大限活用 

・ 発電所が近いという優位性を活かし、

可能な限りフィジカルな電力供給を目

指す 

・ 工業団地内で自立した電力供給事業

を行う 

・2028 年頃の供給開始を目指し、関係

する事業者との調整を進める 

図● 想定する需要家電力供給計画のイメージ 
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秋田港は、令和２年度に洋上風力発電の建設工事の拠点となる基地港湾の指定

を受け、国内初となる秋田港および能代港の洋上風力発電事業の推進において重

要な役割を担いました。 

今後、本県沖のみならず周辺の一般海域における洋上風力発電の建設において

も、秋田港の活発な利用が想定され、その重要性はますます高まっていくものと考え

られます。 

また、同港周辺において、クリーン電力を活用した、水素、アンモニア等の次世代

エネルギーの製造に向けた動きがあることなどから、製造された次世代エネルギーの

供給地点としての役割も期待されます。 

このように、洋上風力発電事業や次世代エネルギー産業の推進拠点としての役割

が期待される秋田港周辺においては、今後次のような民間事業の展開を想定してお

り、本市としてもこれらの取組みを支援してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 秋田港周辺における事業実施イメージ 

【想定される事業展開】 

①秋田港を中心とした洋上風力関連産業および次世代エネルギー関連産業のサプライ

チェーンの構築促進 

②陸・海・空の物流インフラが整う本市の強みを活かした、風力発電の運転・保守（O＆M）

産業の拠点化および風車の関連資材・部品・治具の流通・保管産業の拠点化 

③周辺の風力発電からのクリーン電力の供給体制の整備洋上風力発電の導入促進 
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８ 新エネルギービジョンのロードマップ 

2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

風力発電関連産業の振興 

風力発電以外の発電における 
関連産業の振興 

水素、アンモニアなどの次世代エネル

ギー産業の振興 

使用済み発電部品等のリサイクル産業の振興 

ＡＩ・ＩＣＴを活用した自立分散型 
エネルギーシステムの構築 

クリーンエネルギーの調達および利活用 

水素やアンモニア等へのエネルギー 
転換の促進 

本市沖における洋上風力発電の円滑な

導入 

新エネルギー発電所の新規立地促進および 
電源の有効活用 

市内事業者や市民への太陽光発電など

の導入支援 



 


